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第1 件名

集口的自衛II行使を容認した閻議決定に反対し 繊回を求める意見書を脚有等に樋

出することを求める件

第2 陳情の趣旨 く要D

k41市 饉会が 厠付に対し 住民の平Irr的生存権を守り 立憲主鮨を堅,す るため

着法の澪釈変更による案団的自衛糧行使容露を決めた関議決定に反対し 右閣議決定

の数回を求める意見■を提出することを決択していただくよう鰊

"ま

します。

第3 陳情の理由

1 閣議決定とその間題点

,■ 内閣は、本■ 7月 1口 集団的自●●のヽ使等を容

“

する閥議決定を行い

ました.

集団的自●IEは、日本が次撃されていないにもかかわらず 実力をもって他国 (曰

盟国等)へ の武力攻撃を8日正しようとするものです その行使を容躊することは 他

国領上椰 外での武力行使の選を開くものであり、憲法前文及び第9条の恒久平和三

墓と相容れないものであります そのため 歴代の内閣も 集目的自衛権の伺質は意

法第9条の「容するところではないということを経り返し■8し てきたところであり

ます。

今回の閣餞決定では [我が国の存立が,か され 国民の生命 自由及び幸福追求の

権利が根底から薇される明白な危険があるJ等 の文日で集団的自衛権の句菫を限定す

るものとされています。しかし これ自体 極めて幅の広い不綺定機餞であり 時の

政府の判断によつて恣意的な解釈がされる危険性が大きいものです。これまで自薇櫂

行使の事件の楔心とされてきたのは 「我が国に対する急迫不正の優官があること」と

いうものでありましたが 本閣議決定の内容はこの限定を

"き

 我が国に対する想迫

不正の優害がない場合にも 政

"に

よる式力行使の達を開くものであり これまでの

日本国憲法の下で 戦争をしない平和国事である日本という口の●り方を根本から変

えることになります

このような憲法の基本原理に関わる重大な変更を、憲法改正旱繊を経ることなく

憲法に拘束される内閣が閣議資定で行うということは 立な主義を来っ向から否定す

るものでヽ

2 各地方議会の対応

閣議決定前の本年6月 29日 の東京新IIのll道によると 同月28日 峙点で 閥餞

決定による集団的自衛権行使容日に対しては、 190議 会が反対又は慎重なXFttを求

める意見書が可決されています.承 口来においても 6月 26日 に男鹿市議会が反対

の意見書を採択しておりま九

3 閥議決定後の動き

珈●は |.1饉決定の中で 実際に自衛鰊が活動を実鮨できるようにするためには

根拠となる国内法の法案のF成 作業をll“することとし 十分な検討を行い 準僣が



でき

^第

国会に提出し、国会における御書嬢を頂くとしていま九 今後、自衛隊法

などの関係法令の曖正や新たな立法構こを取ることを明=し ていま九

また、本年 10月 8日、日米両秋府は [日米防衛薔力のための指針Jい わゆる
'日米ガイトラインJ改 定の中間lll告を,ま しました。今回崚定されようとしている f日

米ガイトラインJは  「周辺苺態における後方地域支援Jと いう地理的および籠瞑の

II術を取り払い、地球のあらゆる■所での日来共同の武力行使 集口的自●II行使

を可歯にさせようとするものでありまt

このように 政府は、国民の意見を置きまりにした形で彙団的自衛櫂行使容

“

の質

成事実を積み上げようとしていま九

4 反対の必要性

上記のとおり 本閥議決定には憲法上の大きな間燿があり このまま駆咸事実を積

み上げて集団的自衛薇行使を可能とする関係法令の改正に突き進むことに対し、地方

饉会としても反対の意思を表明する必要がありま九

5 結び

以上の理由により 国民 (住つ の平和的生存様を

'り

、立憲主奎を璧持する観点

から、■饉台に陳情肇しまれ


